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4 障 が い 者（児）福 祉 

１．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(障害者総合支援法) 

(1)障害福祉サービス 

   自立と共生の社会を実現するため「障害者自立支援法」が平成 18年 4 月 1日より施行されま

した。障がい種別ごとのサービスを一元化し、障害支援区分の認定が導入されました。平成 25

年4月1日より障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(以下障害者総合

支援法)に改正されました。 

高山市においては国、県の福祉施策とあいまって、積極的に市独自の施策を含めて、障がい

者の福祉の増進に努めています。 

 

事業の名称 内    容 
令和 5年度の実績 

件 数 
所要経費 

（千円） 

居 宅 介 護 
事 業 

障がい者（児）が居宅等において日常生活を営めるよう
障がい者（児）の家庭等において家事援助、身体介護通
院介助等を行う。 

延 1,385 人 75,071 

行 動 援 護 
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危
険を回避するために必要な支援、外出支援を行う。 

延 0人 0 

同 行 援 護 
視覚障がい者に対し、外出時に必要な情報の提供や移動
時の援護を行う。 

延 252 人 5,222 

共 同 生 活 
援 助 

日常の生活援助を受けながら地域で共同生活をする。 延 933 人 149,898 

短 期 入 所 
在宅障がい者（児）の介護者の休養や疾病、冠婚葬祭等
の際に、一時的に施設において保護を行う。 
平成 18 年度より障害福祉サービスへ移行  

延 4,083 日 
児童 延 91 日 

36,005 
799 

就 労 移 行 
支 援 

企業等への就労又は技術を習得し、在宅で就労・起業に
必要な知識及び能力の向上に対する支援を一定期間行
う。（６５歳未満） 
平成 18 年 10 月より障害福祉サービスとして提供 

延 5,245 日 61,086 

就 労 継 続 
支 援 

就労等の機会を通じ、就労に必要な知識及び能力の向
上・維持に対する支援を行う。 
平成 18 年 10 月より障害福祉サービスとして提供 

延 62,493 日 478,750 

生 活 介 護 
常時介護が必要な障がい者に日常生活上の支援を行う。 
平成 18 年 10 月より障害福祉サービスとして提供 

延 56,548 日 680,482 

施 設 入 所 
支 援 

主として夜間において、入浴、排せつ、及び食事の介護
等の必要な日常生活状の支援を行う。 

 延 1,711 人 288,941 

療 養 介 護 
病院において機能訓練や療養上の管理、看護、医学的管
理の下における介護及び日常生活上の世話を提供する。 

     延 168 人 44,817 

自 立 訓 練 
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、
身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練を行
う。 

延 4,901 日 51,433 

就 労 定 着 
支 援 

障がい者が新たに雇用された通常の事業所での就労の継
続を図るため、事業所の事業主、障害福祉サービス事業
者、医療機関等との連絡調整、連携等の支援を行う。 

延 160 日 4,397 
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地 域 移 行 
支 援 

障害者支援施設等に入所または精神科病院に入院してい
る方などで、地域における生活に移行するために重点的
に支援を必要としている方に対して、住居確保などの地
域生活に移行するための支援を行う。 

延 0日 0 

相 談 支 援 
障がい者（児）の自立した生活を支え、障がい者（児）
の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケ
アマネジメントによりきめ細かく支援を行なう。 

    延 2,807 人 

児童 延 1,688 人 

52,885 

30,330 
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(2)障がい支援区分認定審査会事業 
障がい者の方が、介護給付の必要度に応じて適切なサービスを受けられるように障がい支援

区分を決定します。聞き取り調査表や医師の意見書を勘案して、認定審査会において総合的に

判断（認定）します。 

 
令和 5年度の実績 

審査会開催件数 審査会判定件数 費用額 

障がい支援区分認定審査会 延 12 回 延 197 人 2,153 千円 

 

(3)地域生活支援事業 
平成 18 年 10 月から、市町村が自主的に取り組む事業として障害者自立支援法に位置付けら

れました。実施方法については、市町村独自で地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業

形態による事業を効率的・効果的に実施することにより、障がい者及び障がい児の福祉の増進

を図ります。高山市においては国、県の福祉施策とあいまって、積極的に市独自の施策をすす

め、障がい者の福祉の増進に努めています。 

事業の名称 内    容 
令和 5年度の実績 

件 数 
所要経費 
（千円） 

障 が い 者 
相 談 支 援 

生活や障害福祉サービスの利用について、相談に応じ、
必要な情報の提供及び助言等を行い支援する。 
身体障害者相談支援事業に加え、知的・精神障がい者相
談支援事業については、平成 18年 10 月より都道府県事
業から移行。 
平成 22 年度より、発達障がい者（児）相談支援事業を
実施。 

18,774 22,618 

コミュニケ
ーション支
援 事 業 

手話通訳者を設置し、手話通訳者、要約筆記者を派遣す
る。また、手話奉仕員養成講座等を行う。 

手話通訳 117回 
要約筆記   2回 
手話奉仕員養成講座等 
25 人 

453 

日 常 生 活 
用具の給付 

重度障がい者の日常生活を容易にするため、生活用具を
給付する。       開始年度：昭和 44 年度 

2,729 29,236 

移 動 支 援 
屋外での移動が困難な人について、外出のための支援を
行う。 
平成 18 年 10 月より障害福祉サービスから移行 

24 人 
児童 3 人 

2,541 
61 

地域活動支
援センター 

創作活動や生産活動の提供、社会との交流促進等の活動
を提供する。 
Ⅰ型：平成 18年 10月より都道府県事業から移行 

Ⅰ型 1ヶ所 11,197 

福祉ホーム 
地域での生活を支援するため、低額な料金で、居室や設
備を提供する。 
平成 18 年 10 月より都道府県事業から移行 

9 人 2,580 

訪 問 入 浴 
訪問により居宅において入浴サービスを提供する。 
平成 17 年度より開始 

延394日 3,450 

自動車改造 
自動車の操向装置、駆動装置の一部を改造する場合、費
用の一部を助成する。 

2 200 

運 転 免 許 
取 得 助 成 

自動車運転免許を取得した場合、費用の一部を助成す
る。 

7 700 

生 活 支 援 
身近なところでデイサービスを利用できるように相互
利用を実施。平成 17 年 11 月より開始 

延134日 1,099 

日 中 一 時 
支 援 

在宅障がい者（児）の介護者の休養や疾病、冠婚葬祭等
の際に、一時的に施設において保護を行う。 
平成 18 年 10 月より障害福祉サービスから移行 

1,802 
児童 6,825 

5,246 
22,080 
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(4)障がい児通所事業 

   平成 24 年 4月 1日に改正された児童福祉法により、それまでは各障がい別に分かれていた障

がい児通園施設等を「児童発達支援」に一元化するとともに、様々な障がいがあっても身近な

地域で適切な支援が受けられるように放課後等デイサービス・保育所等訪問支援が新たに創設

されました。 

事業の名称 内    容 
令和 5年度の実績 

延べ利用日数 
所要経費 
（千円） 

児 童 発 達 支 援 
乳幼児を対象にした通所施設で、日常生活にお
ける基本的な動作の訓練、知識技能の付与、集
団生活への適応訓練等を行う。 

延 10,657 日 115,567 

放課後等デイサー
ビス 

就学中の児童が放課後や夏休み等の長期休業中
に通所し、生活能力向上のための訓練や社会と
の交流の促進等を行う。 

延 22,654 日 252,708 

保育所等訪問支援 

保育所等を利用中の障がい児などが安定して保
育所等を利用できるように、障がい児等に対し
ては集団生活に適応できるための訓練を、施設
のスタッフに対しては支援方法の指導を行う。 

延 472 日 7,891 

※令和 4 年 9 月から放課後等デイサービスの支給基準を段階的に設けるとともに、利用者負担の有

償化、日中一時支援の利用要件の緩和など見直しを行いました。 

 令和 5年 4月からは、「障がい児通所支援サービス支給量審査委員会」による審査を経て、個々の

児童や家庭の状況に応じた支給量とする仕組みを導入し、運用しています。 

 

(5)自立支援給付等利用者負担助成事業 
平成 18 年 10 月から、高山市独自で利用者負担に対する助成制度を導入しました。利用者負担

を助成することにより、障がい者の福祉の増進に努めています。 

事業の名称 
内    容 

補助率 

令和 5年度の実績 

サービス種類 
所要経費 
（千円） 

障害福祉サービス 
補助率：1/2 

 （工賃を伴うサービス：10/10） 

居 宅 介 護 事 業 
共 同 生 活 援 助 等 
同 行 援 護 
短 期 入 所 
就 労 移 行 支 援 
就 労 継 続 支 援 
生 活 介 護 
自 立 訓 練 
就 労 定 着 支 援 

256 
144 
22 

児童 35 
361 

3,310 
0 

112 
32 

地域生活支援事業 

 補助率：10/10 
日 常 生 活 用 具 等 給 付 
移 動 支 援 

 
地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー 
訪 問 入 浴 
生 活 支 援 
日 中 一 時 支 援 

 

1,258 
1 

児童 7 
0 
0 
0 
19 

児童 868 

ただし、 
・日常生活用具等給付（ストマ 

用装具等及び住宅改修以外） 
：1/2 

・日中一時支援（児童のみ） 
：1/2【令和 4年 9 月より】 

補 装 具 費 年間 37,200 円を限度として助成 － 818 

障がい児通所事業 

補助率：10/10 児 童 発 達 支 援 
放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス 
保 育 所 等 訪 問 支 援 

1,451 
4,911 
297 ただし、放課後等デイサービス 

  ：1/2【令和 4 年 9 月より】 
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２．身体障がい者（児）福祉 
(1)概  況 

身体障がい者（児）とは、種々の原因により身体機能の一部に制限があり、自己の身辺の事

がらの処理および社会生活への適応に支援が必要な人で、障がいは（1）視覚障がい（2）聴覚

障がい（3）平衡機能障がい（4）音声機能・言語機能障がい又はそしゃく機能の障がい（5）肢

体不自由（上肢、下肢、体幹、脳原性運動障がい）（6）心臓機能障がい（7）じん臓機能障がい

（8）呼吸器機能障がい（9）ぼうこう又は直腸の機能障がい（10）小腸機能障がい（11）ヒト

免疫不全ウイルスによる免疫機能障がい（12）肝臓機能障がいに分類されます。障がいの程度

により７段階（１級から７級）に分類しています。 

高山市では、平成 18年度より施行された障害福祉サービス等、国、県の福祉施策とあいまっ

て、積極的に市独自の施策をすすめ、障がい者の福祉の増進に努めています。 

 

(2)身体障がい者福祉対策 

事業の名称 内    容 実施状況 

令和 5年度の実績 

件 数 
所要経費 
（千円） 

更生医療の 
給 付 

障がいを軽減し日常生活を容
易にするために必要な医療を
給付する。 

－ 2,113 26,982 

育成医療の
給 付 

18 歳未満の児童に対し必要な
医療を給付する 

平成 25 年度より県から
権限移譲 

37 938 

療養介護医
療 の 給 付 

療養介護のうち医療に係るも
のを療養介護医療として提供 

－ 154 10,994 

補装具交付 
（ 修 理 ） 

障がいを補うための用具の交
付・修理を行う。 

－ 212 23,740 

身体障がい
者 相 談 員 

身体障がい者福祉に見識のあ
る者に委嘱し、障がい者の更生
援護相談に努める。 

相談員 29 名 
※平成 24 年度からは市
が委嘱 

－ 711 

ニュー福祉 
機 器 助 成 

先進的な福祉機器の購入費の
一部を助成することにより、身
体障がい者の活動を支援する。 

－ 3 120 

障がい者住
宅改造助成 
事 業 

在宅の障がい者の自立や介護
者負担の軽減を図るため、住宅
改造等に要する経費の一部を
助成する。 

住宅改造 3 1,133 

介助用自動
車等購入・改
造費用助成 

車椅子等を使用する在宅の身
体障がい者が利用するため、介
助者が運転する自動車をリフ
ト付等に改造または購入する
場合、費用の一部を助成する。 

上限 240 千円 2 227 

重度障がい者 
タ ク シ ー 
利 用 助 成 

身障手帳 1 級、下肢･体幹及び
視覚の 2級、療育手帳 Aまたは
精神障害者保健福祉手帳1級の
該当者にタクシーの利用料金
の一部を助成する。 

初乗料金の9割を24回分
（左記対象者のうち、下
肢・体幹機能障がいで車
いすの常用者及び視覚障
がい者は 48 回分） 

2,457 1,377 

人工透析療
養者通院費
助 成 事 業 

腎臓機能障害のある方が、人工
透析療法を受けるためにタク
シーで医療機関に通院した場
合、片道料金の 3分の 1を助成
する。 

－ 799 269 
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在宅障がい
者等交通費
助 成 

在宅で生活する障がい者やそ
の付添い人が、通所・通院を目
的として公共交通機関や自家
用車を利用した場合、費用の一
部を助成する。 

－ 41 1,202 

難病療養者
通 院 助 成 

難病療養者が難病治療のため
飛騨地域外の指定医療機関に
通院する場合、その交通費の一
部を助成する。 

4,500 円/回 
(月 4 回を上限) 

126 2,151 

安全・安心・ 
快 適 な 
まちづくり 

既存の民間施設等のバリアフ
リー改修事業及び子育て支援
施設の整備等に対して助成す
る。(平成 13 年度より車両改造
（サポートシート）を、平成 30
年度よりユニバーサルデザイ
ンタクシー購入を対象とする) 

上限 2,000 千円 
下限  100 千円 
サポートシート上限 
150 千円 
ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝﾀｸｼｰ 
100 千円 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ改修等  

      0 

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ 

ﾃﾞｻﾞｲﾝﾀｸｼｰ 

      1 

100 

障 が い 児 
通 園 助 成 
事 業 

遠方の施設、病院等へ通う障が
い児及び介護者に対して、その
交通費の一部を助成する。 

市内 3,000 円/月   
市外  4,500 円/回 
(月 4 回を上限) 
宿泊 3,000 円/回 
付添 １回の入院につき 

4,500 円 

(市内)延 465 名 

(市外)延 308 名 

宿泊 延 16 名 

付添 延 15 名 

18,035 

障 が い 者 
雪下ろし等 
助 成 事 業 

市内に住所を有する障がいの
ある方のみの世帯に対し、屋根
の雪下ろし、雪下ろしに伴う排
雪（運搬を含む）及び排雪（運
搬を含む）のみ にかかる経費
の一部を助成する。 
・身体手帳 1～4級又は下肢･体

幹機能障がい 6級まで 
・療育手帳 A1･A2･B1 
・精神手帳 1･2 級 

生計中心者の市民税額
により、年額 120・80・
40 千円を上限に助成 
（市民税額が 15 万円を
超える世帯及び生活
保護世帯は対象外） 

1 50 

要電源障がい者 
災害時電源確保 
支 援 事 業 

在宅で生活する電源が必要な
医療機器を使用する障がい者
に、非常用電源装置等の購入費
用を助成する。 
(条件) 
災害時の個別避難計画が策
定されていること 

(対象) 
呼吸器機能障がいの身体障
害者手帳の交付を受けてい
る、又は医師から電源を必要
とする医療機器の使用が必
要と証明されている者 

〇助成対象 
・正弦波インバーター発電機 

【基準額：12万円】 

・ポータブル蓄電池 
【基準額： 6万円】 

・ＤＣ／ＡＣインバーター 
（カーインバーター） 

【基準額： 3万円】 

〇助成額 
 基準額と購入額のい
ずれか低い額×9/10 

（世帯の所得等の状況
に応じて基準額内の自
己負担額の全部又は一
部を助成） 

1 54 
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(3) 障がい者施設等運営費助成事業 

事業の名称 内     容 実 施 状 況 
令和 5 年度の実績 

件 数 所要経費 
①障がい者
施設等運営
費助成事業 

障がい者施設等運営支援事業補助

金 

燃料価格高騰等の影響を受けな

がらもサービスの提供を継続し

ている障がい者事業所等の負担

を軽減し、良質なサービスを継

続できるよう、光熱費、訪問及

び利用者の送迎等に使用するガ

ソリン代、食材費の高騰分に対

する支援 

        

 開始年度 令和 5年度 

・助成額 

利用定員や職員数に応じ

て定める基準単価 

・基準単価 

入所施設 111,000 円～ 

      1,221,000 円 

 通所施設 137,300 円 

訪問事業 45,000 円 

 福祉用具 32,000 円  

 ケアマネ  4,000 円 

 

 

 

 

25 事業所 

千円 

 

 

 

6,350 

 

 

  身体障害者手帳交付状況      （令和 6年 3月末日現在） 

障 害 区 分 人 員(人) 構成比(%) 備   考 

視  覚  障  害 263 6.5 

内 訳 
18 歳未満    55 人 
18 歳以上 3,959 人 

 

聴覚・平衡機能障害 329 8.2 

音声・言語機能障害 33 0.8 

肢 体 不 自 由 2,042 50.9 

内  部  障  害 1,347 33.6 

計 4,014 100.0 

 

障がい等級別・年齢別人数         （令和 6年 3月末日現在） 

区  分 
障 が い 等 級 別 (人) 

合 計（人） 
1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 

1 8 歳 未 満 30 9 8 4 0 4 55 

1 8 歳 以 上 1,132 526 926 897 235 243 3,959 

計 1,162 535 934 901 235 247 4,014 

 

３．知的障がい者（児）福祉 

（1）概  況 

知的障がい者（児）とは、種々の原因により知的機能の発達が恒久的に遅滞し、自己の身辺

の事がらの処理および社会生活への適応が困難な人で、一般的に種々の能力の程度により判定

しています。これをさらに程度により 4 段階（A1、A2 重度・B1 中度・B2 軽度）に分別していま

す。 

知的障がい者は、経済的にも社会的にも非常に不利な立場におかれがちになります。 

このため高山市では、さらに潜在する障がい者（児）の把握に努めるとともに、国、県の施

策とあいまって市独自の施策もすすめ、障がい者の福祉の増進を図っています。 
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（2）支援の状況 

 知的障がい者相談員 

福祉事務所、各関係機関との緊密な連携を保ちながら地域活動を
行い、知的障がい者（児）の家庭における療育や生活に関する相
談に応じたり、助言指導を行う。 

昭和 50 年 7 月から設置 
相談員 4名 
平成 24 年度からは市が委嘱 

 

 療育手帳交付数   （各年度 3月末日現在）（単位：人）  知的障がい者の相談件数 

程度 

年度 
Ａ Ｂ１ Ｂ２ 計 

 
年度 件数 

3 355 295 306 956 3 21 

4 361 293 319 973 4 28 

5 361 302 333 996  5 38 

 

 

４．精神障がい者福祉 

（1）概  況 

精神障がい者とは、統合失調症、精神作用物質による急性中毒又はその依存症、知的障がい、

精神病質その他の精神疾患により、自己の身辺の事がらの処理および社会生活への適応に支援

が必要な人で、一般的に日常生活程度の能力により 3段階（1級、2級、3級）に分別していま

す。 

精神障がい者は、経済的にも社会的にも非常に不利な立場におかれがちになります。 

このため高山市では、さらに潜在する障がい者（児）の把握に努めるとともに、国、県の施

策とあいまって市独自の施策もすすめ、障がい者の福祉の増進を図っています。 

 

（2）精神保健福祉相談及び訪問指導 

精神障がい者等からの保健、福祉的な相談について、飛騨保健所、健康推進課、その他関係

機関との連携を図りながら対応しています。また、飛騨保健所、その他の関係機関との連携を

図りながら、保健師による訪問指導を行っています。 

 

（3）自立支援医療（精神通院）、精神障害者保健福祉手帳の申請受付 

新規申請受付事務及び更新対象者の管理、申請勧奨、受付事務を行っています。 

 

 

自立支援医療（精神通院）、精神障害者保健福祉手帳の交付数 

             （各年度 3月末日現在）（単位：人）  精神保健福祉相談件数 

年度 
自立支援医療 

支 給 認 定 数 

保健福祉手帳交付数 

 
年度 相談者数 

１級 ２級 ３級 総数 

3 1,034 160 506 171 837 3 54 

4 1,047 162 516 194 872  4 57 

5 1,073 173 538 207 918  5 55 
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５．在宅障がい者（児）福祉 

（1）概  況 

障がい者の住みよい環境づくり等を地域ぐるみで推進するとともに、一般市民に対する障が

い者の啓蒙をうながし、家庭に閉じこもりがちな障がい者の社会活動への積極的な参加と他施

策を含めてリハビリテーションの効果を図ります。 

 

（2）在宅障がい者（児）対策 

ア 障害者扶養共済制度        （令和 6年 3月末日現在） 

内     容 状   況 

「親なき後の保護」として、心身障がい者を扶養する者が加入者と
なり、月々一定の掛金を納め、加入者が死亡又は重度障がい者とな
った場合、1口あたり月額 20,000 円ずつ障がい者が生存期間中支給
される。なお、加入資格は 65歳未満となっており、2口まで加入が
認められています。 

昭和 44 年 4 月から発足 
・実施主体 県 
・年金の額 1口あたり 
      月 20,000 円 

 

イ 障がい者の雇用促進に係る事業計画 

1.障がい者の雇用援助と職域拡大 

2.障がい者の雇用問題について企業相互間の啓蒙と促進 

3.未就職障がい者の把握と職業意識の啓発 

4.施設・学校の卒業予定者に対する相談・指導、援助 

5.障がい者の職業意欲高揚のための職場見学、実習 

6.関係機関等の連携及び協力 

 

ウ 障がい者就労支援事業（令和 5年度実績） 

・障がい者雇用継続支援      19 事業所  27 人 

・障がい者の雇用機会の創出    3 事業所  35 人 

・障がい者の就労支援助成     2 事業所  6 人 

 


